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会計年度任用職員の不安定崖用問題に対する緊急要望書

東京都北

代表

日頃より、住民の福祉と生活の安定のためにご尽力いただき、感謝申し上げます。
私たち、

全国の地方自治体で働く非正規公務員の抱える課題を考え合い、社会に発信していこうと、当事者が中心となつて活動をしてぃるグループです。2020年度からはじまった会計年度任用職員制度が来年3月で丸3年になります。現職を含め来年度からの任用希望者に対して一律に公募を課す予定の自治体が全国的|こ認められる中、こうした処遇が、当の会計年度任用臓員の雇用の安定や職務の遂行だけでなく、公務の安定や充実、持続可能性の観点からも多大な問題を生じさせると考え全国の地方自治体に緊急要望書を送らせてぃただくものです。

私たちは、昨年と今年の三度に渡り、非正規公務員を対象と
ャ
た調査を行い、全国の当事者と対話を重ねてきました。雇用の不安定さに強い不安を啓じる、低い賃金、待運が固定化してぉり、無力感や絶望を感じる
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芸薫 社会教育施設や女↑生関連施設の職ミ 児童相談
(員、学校軟暴、給食調理員、また、役所で事務職として倒く人たちが会計年度任用職員となってぃます。恒常的に必要で職員の継続性の中でこそ充実が図られる公務?仕事は、単年度任用で尊なく、働き手が安心して働き、暮らしてぃける職に位置付けられるべきだと考えます。現状のような、不安定にも関わらず、責任は課せられ、多くの場合は低賃金で、働き子としての尊厳も守られない職では、人が定着せず、公共サービスの不安定化が避けられません。

そもそも、会計年度任用職員の任用に、3年で公募が必
平

とする法的義務も根拠もなく、公募なしに任南する
申治体もあれば上限年数を定めていない自治体もあります。来年は統一地方選挙も控えてぃますと不安定雇用を法定化したことによって地域社会に不安定と不信感を広げてぃる現在の制度の抜本的な見直しを求めてくださぃ。是非、公務職場を、地元の若者の未来を支える職場にしてください。
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住民に対して周知するため、

要望事項

1.継続を希望する会計年度任用職員|

ような方策をとってください。

こついて一律の「公募」を辞め、希望者が、安心して働くことができる

報酬や諸手当、休暇制度、福利厚生寺について、常勤職員との間にある処遇格差の是正など、同一労働ロー賃金の原則に向けて取り組んでくださぃ。
国に対して、会計年度任用職員制度の抜本的な見直しに関する意見書を上げてくださぃ。
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